
【土地購入時のポイントはその利用目的の明確化と現地確認
】
土地を購入すると、その土地は
法令の範囲内で自由に使えるようになります。土地は建物のように一定期間経過すると朽ちていくものではありませんので、長期間にわたって利用できます。そこで、土地購入に興味を持っている人のために購入時のポイントについてご紹介します。
土地購入をする場合の重要なポイントはその土地の利用目的の明確化と現地確認

土地を購入する場合には、土地の利用目的をまず明確にしておく必要があります。例えば、
自宅を建設するための敷地として利用する目的やオフィスビルや賃貸アパートなどを建設し賃貸経営を行う目的、さらにはその場所を利用して自らビジネスを行う目的などが挙げられます。また、相続税の節税目的や次世代への贈与目的といったケースも考えられます。
つまり、その利用目的を明確にしておかないと、土地選びの段階で間違った選択をする可能性があります。なんとなく居住用として良さそうな土地として購入した後で、賃貸オフィス経営をする必要性に気付いた場合は、その土地はオフィスとしては適した立地ではない可能性もあります。また、土地を購入した後で使い道について迷っている間も、固定資産税は課税され続けます。更地であれば税額が軽減される特例も使えませんので、税負担が重くなります。まずは利用目的を明確にしてから、土地選びを始めることをおすすめします。
併せて、土地の現地確認をする必要があります。ネット広告やチラシだけでは土地の形状程度しかわかりませんが、実際に現地に行ってみたら隣家がゴミ屋敷であったりという事例があります。
したがって、購入前には必ず実際に自分の目で現地を見ておく必要があります。

その他の具体的な
注意点とは？
どんな目的であれ、土地を購入する場合は、その所有権を確実に手に入れる必要があります。売買の当事者間の契約によって所有権は移転されますが、その当事者以外の第3者に自分には所有権があることを主張するためには、自分の持ち物であるという
所有権の登記をしておく必要があります。
そのため、土地購入時には売主自身が真の所有者であることを確認し、契約書締結後に売買代金を支払う準備が整えば、代金支払いと同時に所有権移転登記を申請することです。
その際には、売主の抵当権や地役権などの所有権以外の権利が土地に付着していないかどうかを事前に確認しなくてはいけません。
仮に、抵当権が付着している土地を契約した場合には、その抵当権を抹消してから売買代金全額を支払うか、その代金を払うと同じに抵当権抹消を行うという作業が必要です。
また、売買契約後、例えば1部の書類がそろっていないため登記ができないようなケースでは、該当する購入者が最初の購入者であるという順位を確保する手法として所有権移転仮登記を利用する場合もあります。

（法務省・「登記 -不動産登記-」http://www.moj.go.jp/MINJI/fudousantouki.html）
まとめ
土地を購入する場合、実務上は目的をはっきりさせて確実に登記することと現地を確認すること、また、所有権以外の権利の有無を確認することが大切です。しかし、それ以外にも大切なことがあります。確実に土地を手に入れた後には、将来的にはその土地の次世代への引継の準備が必要になります。土地は、その性質上、長期間変化しないため不動産の代表格とされており、相続が発生するとできる限り次世代に承継されていきます。そのため、相続に備えて準備をしておくことも必要でしょう。具体的な対策は購入直後では考えにくい話ですが、土地購入の際にはできるだけ相続対策もイメージしながら探してみるのも一つの考え方かもしれません。
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[監修専門家]
寺岡 孝（不動産コンサルタント）
大手ハウスメーカーに20数年勤務した後、2006年にアネシスプランニング株式会社を設立。
住宅の建築や不動産購入などのあらゆる場面において、お客様を主体とする中立的なアドバイスおよびサポートを行っている。
生涯に一度とも言われる住宅建築や不動産購入において、「納得」や「安心」を実感できるようにしていただくためには、
「中立的な立場の専門家によるアドバイスが必要」と考え、関東近郊を中心に住宅建築や不動産購入など、住まいにまつわること全般のコンサルティングを行う。
�所有権移転する前に現地確認は必ず必要で、現場を見ずに不動産を買う行為は危険である。隣家が反社会勢力の事務所であっても購入するか？考えればわかる。


�助詞の使い方に疑問


�先ほどと同様


�表現がおかしいので変更


�先ほどと同様、現地を見なくても土地を買ってもいいということを推奨することになるが、そうした買い方を奨励するのであれば原文のままでもかまわないです。


�下記の文章校正から表題を変更


�表現がおかしいので変更


�表現全体が不動産売買の実務にともなっていないので変更した。原文のままだと法律家の表現であり、その分野の人には理解できても、エンドユーザーや末端の業者担当は理解しがたい。


�この箇所も法律家であれば理解できる可能性があるが、先ほど同様に実務にともなった表現に変更した。






